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1．事業内容（１）

セメント産業のCO₂排出量に係る調査

日本①セメント生産量の把握

日本②CO₂排出量の把握

米国①セメント生産量の把握

米国②CO₂排出量の把握

イギリス①セメント生産量の把握

イギリス②CO₂排出量の把握

フランス①セメント生産量の把握

フランス②CO₂排出量の把握

ドイツ①セメント生産量の把握

ドイツ②CO₂排出量の把握

イタリア①セメント生産量の把握

イタリア②CO₂排出量の把握

カナダ①セメント生産量の把握

カナダ②CO₂排出量の把握

EU①セメント生産量の把握

EU②CO₂排出量の把握

Heidelberg①セメント生産量の把握

Heidelberg②CO₂排出量の把握

HOLCIM①セメント生産量の把握

HOLCIM②CO₂排出量の把握

各国③エネルギー消費量

2．事業内容（２）

海外セメント産業の脱炭素化に向けた

施策に関する調査

①ヒアリング

ヒアリング対象選定

日本セメント協会

ドイツセメント協会（VDZ）

タイセメント協会（TCMA）

②IEA進捗調査

日本

米国

イギリス

フランス

ドイツ

イタリア

カナダ

EU

中国

タイ

②各基金の進捗

②First Movers Coalition進捗調査

③長期戦略調査

日本

米国

イギリス

フランス

ドイツ

イタリア

カナダ

EU

中国

タイ
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各調査項目の数字を収集すべくデスクトップリサーチ、ヒアリングを組み合わせて調査した

1．事業内容（１）

事業内容（１）：セメント産業のCO₂排出量に係る調査

実施概要

成果物/ゴール

NRI提供価値

手法/アプローチ

• 緻密な調査業務

• 複数アプローチによる該当数字の収集

• 仕様書に基づく形での調査内容のとりまとめ

（図表に関してはエクセルファイルも準備）

• 対象各国の調査項目の取りまとめ

• デスクトップ調査（公開資料ベース）

• 必要に応じて各国協会、国際協会へのヒアリング

• 貴省、セメント協会様とのディスカッション

セメント生産量の把握

CO₂排出量の把握

 各国のセメント協会が公表する統計

データからセメント生産量を把握

 各国から公示されていない場合には関

連文献や国際的なデータベースを活用

するなど複数のアプローチを行う

調査のアプローチ

エネルギー消費量

（セメント生産に要する消費電力、

自家発電に要する電力)

 ①②と同様に各国セメント協会の公示

データを優先する

 各国の平均値等が公示されていない

場合、当該国に所在する複数企業の

企業レポートを確認し参照値として用い

る等複数アプローチを用意

 ①と同様に各国セメント協会の統計デー

タからCO₂排出量を把握

 上記データが公示されていない場合、国

際的データベースの活用やセメント生産

量と排出係数を用いて試算等あらゆるア

プローチを用意

①

②

③
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クリンカ比率、CO₂排出量におけるプロセス、エネルギー由来比率が取得できた対象国を比較。各国の特

性、対策を講じている領域に対して仮説を作成した

1．事業内容（１）サマリー

国 Kg CO₂/t-CEM Clinker ratio
CO₂排出量における

プロセス由来比率

CO₂排出量における

エネルギー由来比率
詳細

日本 713 0.849 36% 64%

【プロセス由来】

地震国である日本は他国と比較しクリンカ比率が

高く、トン当たりCO₂排出量も高い

イギリス 730 0.77 39% 61%

【プロセス由来】

クリンカ比率は平均程度だがプロセス由来の排出

が多い。

フランス 623 0.764 40% 60%

【プロセス由来】

EUと比較してクリンカ比率が若干高いにも関わら

ずプロセス由来のCO₂排出量が低い

イタリア 646 0.768 37% 63%

【プロセス由来】

EUとクリンカ比率はほぼ当程度クリンカ比率が高

い一方でプロセス由来のCO₂排出量が低い。

ドイツ 585 0.707 40% 60%

【エネルギー由来】

プロセス由来、エネルギー由来共に他国と比較して

低いがプロセス由来はクリンカ比率が低いことが理

由。

EU 657 0.751 39% 61%
（欧米における平均値として他国との比較バロ

メーターに活用）

米国 448※ 0.865 ー ー
米国とカナダを比較すると米国のクリンカ比率がよ

り高い一方でトン当たりCO₂排出量は低いことから

カナダのプロセス効率が米国に劣っている、またはプ

ロセス由来で排出されるCO₂の吸収に米国が取り

組めている
カナダ 510※ 0.798 ー ー

出所：セメントあたりCO₂排出量 各国統計数字を引用、セメントクリンカ比（2019年）及びプロセス由来比率、エネルギー由来比率は2019年GCCAレポートを参照

※米国、カナダはCO₂排出量のデータが不足しておりプロセス由来のKg CO₂/t-CEMのみ記載
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各国セメント生産に由来するCO₂排出量を削減する努力を講じている。各国により各対策の重要度合

いや投資額は異なる

1．事業内容（１）サマリー

出所：各種資料よりNRI作成

CO₂排出源カテゴリ 項目

プロセス由来

クリンカ代替原料の導入

混合セメント

低炭素クリンカー

投入原料の低炭素化

CCS/CCUSの導入

エネルギー由来

バイオマス燃料の使用

再生可能エネルギーの使用

熱効率改善

電気効率改善

セメント生産由来のCO₂排出量を減らす取り組み例
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エネルギー消費量に関して各国の数字定義を以下に記載する

1．事業内容（１）③エネルギー消費量の把握

対象国/企業

③エネルギー消費量

（セメント生産に要

する消費電力）

③エネルギー消費量

（自家発電に要する

消費電力)

数字の定義

G7

日本 3,272MJ/t-CEM

[セメント製造用エネルギー]＝ [セメント製造用熱エネルギー(※)]＋[自家発電

用熱エネルギー(※)]＋[購入電力エネルギー]

(※)エネルギー代替廃棄物による熱エネルギーは含めない

米国 4,872.1MJ/t-CEM
(推計)化石燃料由来＋再生可能エネルギー由来（生物由来廃棄物と非生

物由来廃棄物の両方を含む）＋電気エネルギー ※2018年

イギリス 4,117.6MJ/t-CEM
(推計)化石燃料由来＋再生可能エネルギー由来（生物由来廃棄物と非生

物由来廃棄物の両方を含む）＋電気エネルギー ※2018年

フランス 4,328.4MJ/t-CEM
(推計)化石燃料由来＋再生可能エネルギー由来（生物由来廃棄物と非生

物由来廃棄物の両方を含む）＋電気エネルギー ※2018年

イタリア 3,910.4MJ/t-CEM
(推計)化石燃料由来＋再生可能エネルギー由来（生物由来廃棄物と非生

物由来廃棄物の両方を含む）＋電気エネルギー ※2021年

ドイツ 3,262.04MJ/t-CEM
(推計)化石燃料由来＋再生可能エネルギー由来（生物由来廃棄物と非生

物由来廃棄物の両方を含む）＋電気エネルギー ※2021年

カナダ 5,137MJ/t-CEM
(推計)化石燃料由来＋再生可能エネルギー由来（生物由来廃棄物と非生

物由来廃棄物の両方を含む）＋電気エネルギー ※2018年

EU連合 5,054MJ/t-CEM
(推計)化石燃料由来＋再生可能エネルギー由来（生物由来廃棄物と非生

物由来廃棄物の両方を含む）＋電気エネルギー ※2018年

欧州メーカー
HOLCIM 3,520MJ/t-CEM Specific heat consumption of clinker production（詳細の記載なし）

Heidelberg 3,590MJ/t-CEM whereof clinker production（詳細の記載なし）

セメント生産に要するエネルギー消費量定義

出所：https://www.iea.org/articles/driving-energy-efficiency-in-heavy-industries https://www.jcassoc.or.jp/cement/4pdf/jg1k_02.pdf

https://www.holcim.com/sites/holcim/files/2022-04/25022022-sustainability-performance fy 2021 report-en.pdf

https://www.heidelbergmaterials.com/sites/default/files/2022-06/220529-HC-NB-2021-EN.pdf

https://www.federbeton.it/Portals/0/pubdoc/pubblicazioni/Rapporti/Rapporto di Sostenibilit%C3%A0 Federbeton 2021.pdf?ver=2022-10-10-123207-383

https://www.vdz-online.de/fileadmin/wissensportal/publikationen/umweltschutz/Umweltdaten/VDZ-Umweltdaten Environmental Data 2021.pdf

推計方法は別途エクセルファイルタブ（１）③に記載
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事業内容（２）では海外のセメント産業が脱炭素化に向けて行う取組、国際的な枠組みに対する対

応状況等を調査した

2．事業内容（２）

事業内容（２）：海外セメント産業の脱炭素化に向けた施策に関する調査

実施概要

各協会における統計データや

CO₂削減に向けた取組状況等

についてヒアリング

IEA、FMC等国際的な枠組みの

進捗を調査

 国のCO₂排出量に占めるセメント由来

比率の高い国、日本のセメント業界に

大きな影響を及ぼす国を対象国に選

定

 対象国の協会とコンタクトし、調査の背

景を説明した上でヒアリングの場を設け

る

調査のアプローチ

各国のGHG削減に向けた長期戦略

からセメント分野での取り組み内

容、政策的措置を調査

 各国/地域（EU）の長期戦略及びセ

メント業界に特化した戦略を紐解く

 グリーン公共調達などの資金調達メカ

ニズム、政策的措置についても調査

 G7に対して提言を行うIEAレポート（G7

メンバーにおける重工業部門のネット・ゼ

ロ達成）の内容に対する各国の進捗を

調査

 FMCに参画する企業がFMCの方針に対

して設定した目標や動きを調査

 その他関連する国際的な枠組み及び進

捗の調査

①

②

③

成果物/ゴール

NRI提供価値

手法/アプローチ

• 緻密な調査業務

• 国際機関、各国の長期戦略構造及び内容を分かりやすい形で

整理

• 共有可能な形での調査内容のとりまとめ

（PPT、エクセルファイル）

• 対象各国の調査項目の取りまとめ

• 各国協会、国際協会へのヒアリング（ご都合が合う場合は貴

省ご担当者様にもご参加頂けるよう調整致します）

• デスクトップ調査（公開資料ベース）

• 貴省、セメント協会様とのディスカッション
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各協会へアポイント依頼を行った。結果的に日本セメント協会様、ドイツセメント協会とのオンライン面談

実施及びタイセメント協会へメールにて行った

2．事業内容（２） ①ヒアリング対象選定

対象国 セメント協会名組織 ヒアリング候補者/チーム 状況

ドイツ
Verein Deutscher Zementwerke e.V.

（セメント協会）

• Sabine Witt

• Assistant to Dr Martin Schneider
ヒアリング済み

共通
Global Cement and Concrete 

Association (GCCA)
GNR PMC Team

データベース閲覧に関する契約手続き中であり、

同データベースの確認はできていない

日本 セメント協会様 セメント協会 生産・環境部門様 面談済み

タイ
Thai Cement Manufacturers 

Association（TCMA）

• Ms. Phattharawan Sukkantharak  

Executive Director

• Mr. Sukthawat Pattavarakorn        

Chair of Working Group TCMA-

Environment

メールにて長期戦略の詳細、進捗を確認した

後に面談も設営、実施済み。
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日本のセメント業界においては国の方針と同様に2050年までにカーボンニュートラルを目指すこ

とを宣言している

2．事業内容（２）①ヒアリング結果 ：日本セメント協会様（2023年1月11日）

出所：ヒアリングよりNRI作成

時間軸及び長期戦略の位置づけ

• 現在、日本は2050年までにカーボンニュートラルを達成することを目指しており、長期ビジョン（改訂版）でも宣言している。

現在のビジョンは2022年3月に公表されたもので、2020年ビジョンの改訂版。

• このビジョンは、日本セメントメーカーの合意形成が取られたものであり、現在のビジョンは実現可能であると認識する。但し

具体的な行動計画は個社に委ねられており、このロードマップはメンバー企業への義務付けなどを行うものではない

目標の実施と課題

• クリンカー排出量の削減目標はセメント協会参加企業による同意は得られているものの各社へ削減幅を当てるなどの義務

化は行っていない。

• 日本のセメント業界においては省エネルギー法の定めるところによりセメント生産における非化石燃料エネルギーの使用を増

加する必要がある

• クリンカ比率の低減もCO₂排出量削減に向けた具体案として挙げられるがセメントは建築用基礎建材であるため、必然的

に日本の建築基準も満たす必要がある。また、日本は地震大国であるためクリンカ比率の低減幅には限度がある

•

再生可能エネルギーの導入は重要な対策であるがエネルギーの転換には、国全体のエネルギーポートフォリオが関わる。日

本はエネルギー輸入国であり、エネルギー供給のコストと安全性を考える必要がある。

• 日本のセメント工場では石炭自家発電が多く活用されている。国際的にも石炭火力発電からのフェードアウトが議論されて

いるが石炭火力由来のCO₂排出量に応じた負担額を各事業者に課す方向性で議論が進んでいる
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低炭素セメントやCCUSといった技術開発と並行して低炭素品の市場創出が重要である

2．事業内容（２）①ヒアリング結果報告 ：日本セメント協会様（2023年1月11日）

出所：ヒアリングよりNRI作成

FMCへのコミットメント

• セメント産業からはCEMEX、ハイデルベルクのようないくつかの企業が参加し、トラック部門にコミットした。 これらの企業は、

自社の輸送にEVトラックの比率を高め、自社の事業の輸送に伴うGHGを削減すると述べている。

• 日本のセメント企業に対してFMCへの参加を義務付けるような動きはない。

• 建築物を発注する需要家側の参加がニアゼロエミッションセメント市場の創出、拡大という観点において待たれる。

CCUSの技術開発

• CCUSの技術開発についてはグリーンイノベーション基金のサポートを活用しつつ技術開発が行われている。2030年までに実

用化開始されることを目標としている。

• 実際に導入した際に掛かるランニングコストの負担は企業側となる見通しであり、商品のコストが上がる為コスト上昇分を

受容するマーケットを創出しておくことが重要である。

• 低炭素セメント市場の拡大に向けたセメント・建設部門の動向は、メーカー側にとって重要視されてきた。 CCS、CCR、CCU

などの新技術は導入及びランニングに費用がかかり、どれだけの人が購入するかという明確な需要見通しがなければ、実現

は難しいだろう。 まず、市場の買い手からの明確な需要がなければならない。

ニアゼロエミッション市場の創出

• ニアゼロエミッションセメントの市場創出には大きく２つの柱がある。1つは民間企業ベース、もう1つは公共調達である。公

共調達においてニアゼロエミッション製品の活用が行われればその調達量が膨大であることからこの市場に大きな変化がも

たらされる

• FMCも立ち上がったばかりでありコミットメントを表明している企業の数も限定的であることから足元セメント市場において低

炭素商品の市場予測は難しい。今後参画企業が増加し、低炭素製品の技術開発も進む中で市場規模の予測ができ

れば需給両面共に成長していくと思われるがまだ時間を要する。

IDDI

• 国際的にニアゼロエミッション製品の市場を拡大する大きな動きの1つとしてIndustrial deep decarbonization initiative 

(IDDI)が存在する。本イニシアチブは二酸化炭素排出量の多い製鉄とセメント業界で、政府調達で低炭素鉄鋼や低炭

素セメントを積極的に購入するというもの。鉄鋼やセメントは、公共インフラプロジェクトで消費されることも多く、政府調達に

占める割合が大きい。

• ドイツ、カナダ、UAE、イギリス、インドは既にコミットメントを表明済み、日本政府の動きとしては本イニシアチブに関連する議

論はなされているものの、コミットメントはまだ行っていない。
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TCMAは水硬性セメント製造による2023年内、100万トンのCO2削減を目指す 「ミッション

2023」 を発表した

2．事業内容（２）①ヒアリング結果報告 ：タイセメント協会様（2023年2月20日）

出所: https://www.asiacement.co.th/en/tcma-together-with-25-alliances-announced-mission-2023-on-greenhouse-gas-mitigation-0

• タイセメント工業会 (TCMA) は、2022年に政

府機関、専門家部門、産業部門、および学

術部門からの25のアライアンスに参加すること

を発表した

「ミッション2023」 は、2023年に100万トンの

CO 2削減を達成するために、水硬性セメント

の製造を推進し、クリンカー代替策を含む工

業プロセスおよび製品使用におけるカーボン

ニュートラルに向けて前進するために、アライアン

スと協力して取り組むことを約束する。

• 2年以内に国の計画に従って、温室効果ガス

を緩和するために水硬性セメントの消費を刺

激し、クリンカー代替策を含む工業プロセスお

よび製品使用におけるカーボンニュートラルに向

けて前進する
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IEAが提唱する1つのフレームワークに沿ってG7各国の政策検討状況、進捗を調査

2．事業内容（２）②IEA進捗報告

 IEAの文書「G7メンバーにおける重工業部門のネット・ゼロ達成」進捗確認

 IEAの提言するフレームワークに対して各国基本的には対応する政策や規制を策定している状況だが必ずしも全項目が網羅さ

れているわけではない。また国によって濃淡が分かれるのも実情である。

 このため「G７メンバーにおける重工業部門のネット・ゼロ達成」レポートに記載の報告書を中心に取り組み状況を確認した。

ニアゼロエミッションセメント市場の創出

 政策フレームワーク内における「Creating a market for near zero emission production」において、G7のうち日本、イタリア、

フランスを除き各国がIDDIへのコミットメント表明や公共調達におけるグリーンセメント導入を自国としてコミットする（米国、カナ

ダ）など動きを見せている。イタリア、フランスについては個別の表明は行っていないもののEUセメント協会に加盟しており、EUは

Big Buyer Initiativeを立ち上げており大口需要家の低炭素セメント調達を促す。

 日本においては現状IDDIへのコミットメントの検討を進めている状況である。

技術開発への投資

 技術開発への投資においては米国のDOE、EUのInnovation Fundによる動きが活発である。

 実際にセメントプラントへの投資、CCUSを中心とした脱炭素対策への投資が行われたプラント例が多々存在する。各国が長

期戦略においてCCUSの導入へ期待感を滲ませる中、これらのファンドの動きが今後も引き続き重要でありセメント産業における

脱炭素を達成する鍵となる。
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IEAレポート、G7メンバーにおける重工業部門のネット・ゼロ達成内で政策フレームワークを提言

している。各項目に対する各国の政策有無、セメントにおける対応内容、進捗を調査

2．事業内容（２）②IEA進捗報告

各国における対応する政策、その概要、セメント産業に関連する進捗の確認

IEAフレームワーク 政策 概要 進捗

Establishing plans and policy 

for long-term CO2 

reductions 

個別の

政策名を

記載

政策の

概要を

記載

セメント

分野に

関連する

進捗を

記載

Mobilizing finance and 

investment

Managing existing assets 

and near-term investment 

Creating a market for near 

zero emission production 

Developing near zero 

emission technologies

Accelerating material 

efficiency 

Enhancing international 

cooperation and creating a 

level playing field

Planning and developing 

infrastructure

Tracking progress and 

improving data 

IEAの提唱する政策ツールボックス内容

出所： https://iea.blob.core.windows.net/assets/c4d96342-f626-4aea-8dac-df1d1e567135/AchievingNetZeroHeavyIndustrySectorsinG7Members.pdf P51
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DOEによる資金拠出が行われており米国のCCUS実験施設が集約されている

2．事業内容（２）②各基金の進捗

Key factor:

• Centralized testing facilities for CCUS technology

• Converted from old gas and coal power generator, so its 

could test both technology at the same time

Project information

Project name Nation Carbon Capture Center

Infrastructure

type
Testing Facility 

Funding DOE 348mil $  non-DOE 94.6mil$

Construction and 

procurement

DOE/NETL research partner manage by 

southern company

Project Started 2014

Status Ongoing

Ownership DOE

出所： https://www.nationalcarboncapturecenter.com/
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DOEの資金が拠出されたCemex VictorvilleにおいてCarbon Capture技術の導入が行わ

れている。

2．事業内容（２）②各基金の進捗

Key factor:

• front-end engineering design (FEED

• integration of a 670,000 tonne-CO2 per year commercial-

scale carbon capture system into the manufacturing process

Project information

Project name
Cemex Victorville next generation carbon 

capture system

Infrastructure

type
Research Facility

Funding DOE 5mil $ 

Construction and 

procurement

DOE Oakridge national laboratory, Cemex, 

RTI

Project Started 2021

Status Ongoing

Ownership Cemex

出所： https://www.cemex.com/-/cemex-awarded-grant-from-u-s-department-of-energy-to-develop-pioneering-carbon-capture-technology
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DOEの資金が拠出されたLehigh HansonのMitchell plantにおいてCCUSの導入が行われ

ている

2．事業内容（２）②各基金の進捗

Key factor:

• Using Mitsubishi Anime process

• Process modernization cost subsidize by DOE, while the 

whole plant cost 600m$

Project information

Project name
Lehigh Mitchell cement plant modernization 

with CCUS technology

Infrastructure

type
Plant modernization

Funding DOE 4.8mil$ 

Construction and 

procurement

Mammoet, Trimetric, Sargent & Lundy, 

KHD, Mitsubishi

Project Started 2022

Status Ongoing

Ownership Lehigh(now Heidelberg)

出所： https://www.cemnet.com/News/story/173377/lehigh-hanson-awarded-us-3-7m-for-mitchell-carbon-capture-project.html
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DOE、Heidelberg、Illinois State Geological Survey at the University of 

Illinois(ISGS)資金が拠出されたHeidelberg , Mitchell plantにおいてCO₂の貯留に適した

地下地質研究が行われている

2．事業内容（２）②各基金の進捗

Key factor: to study the subsurface geology for suitability for 

the storage of CO2 

Project information

Project name
Subsurface geology for suitability of carbon 

dioxide storage

Infrastructure

type
Plant modernization

Funding
DOE 8.9mil $ Heidelberg 1.5mil$ ISGS 

0.6mil$

Construction and 

procurement
University of Illinois

Project Started 2023

Status Ongoing

Ownership Heidelberg

出所：https://www.cemnet.com/News/story/174297/mitchell-cement-plant-receives-us-8-9m-for-carbon-storage-project.html
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EU Innovative Fundの資金拠出を受けたHolcim, Lägerdorf, Germany  C2B projectで

は下流で炭素回収するだけでなく酸素燃料プラントである

2．事業内容（２）②各基金の進捗

Key factor: integrated Oxy-fuel cement plant with downstream 

CCUS that not only capture but also utilizes Carbon in down 

stream industry

Project information

Project name Carbon2Business project

Infrastructure

type

Oxy-fuel + carbon capture; carbon use for 

methanol production

Funding
EU Innovative Fund 109mil EUR, Holcim 

490mil EUR

Construction and 

procurement
Holcim

Project Started 2023

Status Ongoing

Ownership Holcim

出所：https://www.holcim.com/media/media-releases/eu-innovation-fund

https://climate.ec.europa.eu/system/files/2022-12/if_pf_2022_c2b_en.pdf
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EU Innovative Fundの資金拠出を受けたHeidelbergのANRAVプラントではセメント工場か

ら排出される炭素は回収され、黒海のオフショア貯蔵庫に輸送される

2．事業内容（２）②各基金の進捗

Key factor: store CO2 in the depleted oilfield in Black Sea

Project information

Project name ANRAV-CCUS

Infrastructure

type
Oxy-fuel + CCS

Funding EU Innovative Fund 189mil EUR

Construction and 

procurement
Heidelberg Materials,

Project Started 2023

Status Ongoing

Ownership
Devnya Cement JSC, Petroceltic Bulgaria 

EOOD(subsidiary of  Heidelberg Materials,)

出所： https://www.heidelbergmaterials.com/en/pr-12-07-2022

https://climate.ec.europa.eu/system/files/2022-12/if_pf_2022_anrav_en.pdf
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EU Innovative Fundから資金拠出されたHolcimのGO4ECOPLANETはCarbon Capture

プロジェクト、CCSの導入が行われている

2．事業内容（２）②各基金の進捗

Key factor: fully decarbonize cement production at the Lafarge (Holcim 

Group member) plant in Kujawy (Poland)

Project information

Project name

KUJAWY

Go4ECOPLANET project, Carbon

Capture and Storage project in

Kujawy Cement Plant in Poland

Infrastructure

type
Cryocap carbon capture technology + CCS

Funding
EU Innovative Fund 228mil EUR Lafarge 

4,600mil EUR

Construction and 

procurement
Lafarge Cement S.A

Project Started 2022

Status Ongoing

Ownership Lafarge Cement S.A

出所：https://www.holcim.com/media/media-releases/eu-innovation-fund

https://climate.ec.europa.eu/system/files/2022-12/if_pf_2022_go4_en_0.pdf
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EU Innovative Fundの資金が拠出されるCalCCプロジェクトは回収、パイプライン輸送、液

化、輸送、オフショア貯留などCO₂バリューチェーン全体をカバーする

2．事業内容（２）②各基金の進捗

Key factor: capturing and permanently storing CO2 emitted during

lime production at Lhoist Group’s Réty site in France

This project cover the full CO2 value chain: capture, pipeline transport, 

liquefaction, shipping, and offshore geological storage

Project information

Project name

CalCC – First industrial-scale carbon capture 

for lime production integrated with 

transport of CO2 to coastal hub and 

shipping to geological storage

in the North Sea

Infrastructure

type
Cryocap carbon capture technology + CCS

Funding
EU Innovative Fund 125mil EUR Air Liquide 

France Industrie 2,800 EUR

Construction and 

procurement
Air Liquide France Industrie

Project Started 2023

Status Ongoing

Ownership Air Liquide France Industrie

出所： https://climate.ec.europa.eu/system/files/2022-12/if_pf_2022_calcc_en.pdf



111Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

EU Innovative Fundの資金が拠出されたK6プロジェクトは業界初の機密キルンと極低温炭

素回収技術の組み合わせを展開する

2．事業内容（２）②各基金の進捗

Key factor: The K6 Program aims to produce the first carbon neutral 

cement in Europe

The project will deploy a first-of-a-kind industrial-scale combination

of an airtight kiln and cryogenic carbon capture technology

Project information

Project name K6

Infrastructure

type

Carbon capture and storage and Carbon 

capture and utilization (CO2 incorporated in 

concrete)

Funding EU Innovative Fund 153mil EURO

Construction and 

procurement
EQIOM (FR)

Project Started 2022

Status Ongoing

Ownership
AIR LIQUIDE (FR), AIR LIQUIDE GLOBAL

E&C SOLUTIONS FRANCE (FR)

出所：https://climate.ec.europa.eu/system/files/2022-07/if_pf_2022_k6_en.pdf
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米国が世界経済フォーラムと協力して立ち上げたFirst Movers Coalitionはゼロ・エミッション素材の市

場創出、脱炭素技術の開発と普及促進に繋がる重要な役割を果たす。

2．事業内容（２）②FMC進捗調査

 2021年秋に開催された第26回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP26）において、米国政府が世界経済フォーラムと協力して立ち上げたイニシ

アティブがFirst Movers Coalition（FMC） 。

 温室効果ガス（GHG）排出量実質ゼロの達成に必要な重要技術を大企業が2030年までに購入することを約束することにより、早期の市場創出、脱炭

素技術の開発と普及促進を目指す。

各セクターのコミットメント状況

セクター コミットメント

鉄鋼 鉄鋼の購入企業は、2030年までに年間調達量のうち10％以上をゼロに近い排出量の鉄鋼を購入すること

アルミニウム
アルミニウムの購入企業は、2030年までに年間調達量のうち10％以上をCO2の排出を抑制した製造方法でつくられたアルミニウムを

購入すること

海運

海運会社は、2030年までに深海輸送の少なくとも5％をゼロエミッション燃料で賄うこと

貨物船所有会社は、2030年までに国際貨物の10％以上を、そして2040年には100%を、ことゼロエミッション燃料を使用した船舶

で輸送すること

航空
航空会社および航空輸送会社は、2030年までに、従来のジェット燃料需要の少なくとも5％を、従来のジェット燃料と比較してライフ

サイクルでのGHG排出量を85％以上削減したSAFに置き換える、またはゼロカーボン排出を促進する技術を活用すること

トラック輸送
トラック輸送にコミットした企業は、2030年までにゼロエミッションの車両を中型車で100％、大型車で30％となるよう購入または契約

すること

セメント/コンクリート

建設、エンジニアリング：2030年までに購入するセメント/コンクリートのうち少なくとも10％をニアゼロセメント/コンクリートにする（如

何なるSCMも可）、更に2035年までに化石ベースのSCMを除く。

不動産・デベロッパー・アドバイザリー：2030年までに参画するプロジェクトにおいて調達するセメント/コンクリートのうち少なくとも

10％をニアゼロセメント/コンクリートであることを保証、指定する（如何なるSCMも可）、更に2035年までに化石ベースのSCMを除

く。

二酸化炭素除去

（Carbon Dioxide 

Removal

最大の直接排出削減努力に加えて、2030年末までに達成される持続可能で拡張可能な正味の二酸化炭素除去のための契約を

約束する。

出所：https://www.weforum.org/first-movers-coalition/sectors
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FMCのセメントセクターへ複数社がコミットメントを表明済み

2．事業内容（２）②FMC進捗調査

 2022年2月時点での参画企業数は72社。

 全ての企業はFMCに参加することにより技術提供が可能になっている限りにおいて2030年までに（一部年数に例外あり）購入することを誓約する。またこ

れらの技術はプレミアムコストが発生することがある。FMCは企業が購入コミットメントを達成する為に様々な協力メカニズムを促進、支援する。

セメントセクターへのコミットメント状況

企業名 企業概要 コミットメント

Consolidated Contractors 

Group S.A.L.
中東/建設会社

2030年までに購入するセメント/コンクリートのうち少なくとも10％をニアゼロセメン

ト/コンクリートにする（如何なるSCMも可）、更に2035年までに化石ベースの

SCMを除く。

ETEX 建設資材・建設

General Motors 米国/自動車

Ørsted
デンマーク/世界最大級の再生可能エネ

ルギー企業で、洋上風力発電に注力

RMZ Corporation
インド/商業・オフィススペース事業を専門

とする不動産開発会社

Vattenfall スウェーデン/国営エネルギー会社
バッテンフォールは、2030年までに、プロジェクトで調達されるセメント/コンクリート

の少なくとも10%がほぼゼロ炭素のセメント/コンクリートであることを保証する。

備考：SCM：Supplementary Cementitious Materials を指す

出所：https://www.weforum.org/first-movers-coalition/members

https://www3.weforum.org/docs/WEF_FMC_Cement_Concrete_Commitment.pdf
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各国の長期戦略を調査した結果、戦略の具体度合いに濃淡はあるものの何れの調査対象

国も国の方針と同様の時間軸でセメント産業においてもカーボンニュートラルを宣言している

2．事業内容（２）③長期戦略調査 ：サマリー

セメント産業におけるカーボンニュートラル宣言

 調査対象各国はフランスを除き何れも国家のカーボンニュートラルの時間軸と合わせた形でセメント産業におけるカーボンニュート

ラルを宣言済み。（一部の国はセメント及びコンクリート産業）

 セメントやコンクリートに特化した戦略を策定しており、その中でカーボンニュートラルに向けた具体的なアクションプランを言及して

いる状況。

カーボンニュートラルに向けたアクションプラン

 各国共通してクリンカ比率の低減、代替原料の導入等プロセス由来の排出削減策と再生可能エネルギーの比率増加等エネ

ルギー由来の排出削減策を記載している。

 カーボンニュートラルに向けた削減幅の大部分（40－60％程度）をCCUSの技術開発に頼る国がほとんどである。

技術開発への投資

 各国、CCUSを含む新技術開発への投資は主に政府主導で行われている状況。

低炭素セメント市場の創出

 IDDI（industrial deep decarbonisation initiative）へのコミットメント検討を行っている国が複数存在。今後のニアゼロエ

ミッションセメント市場の拡大が公共主導で進んでいくものと思われる。

 米国は独自に2050年までに公共事業におけるグリーンセメントの調達を宣言している

法律による規制

 セメント産業における低炭素化に対し、直接的に規制を行う法律はないが、エネルギーにおける再生可能エネルギー比率の向

上や原料における低炭素化を図るGreen procurement等により間接的に影響を受けている状況
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クリンカ比率、CO₂排出量におけるプロセス、エネルギー由来比率が取得できた対象国を比較。各国の特

性、対策を講じている領域に対して仮説を作成

2．事業内容（２）③長期戦略調査サマリー

国 Kg CO₂/t-CEM Clinker ratio
CO₂排出量における

プロセス由来比率

CO₂排出量における

エネルギー由来比率
長期戦略調査結果

日本 713 0.849 36% 64%

クリンカ比率の低減への取組は行われるが高耐久

性が求められる為その幅は限定的。

（0.85→2030年に0.825）

再生可能エネルギー比率（バイオマス混焼等）の

向上やCCUSの導入による低炭素化が予定される。

アメリカ 448※ 0.865 ー ー

石炭火力発電比率の低減に取り組んでおり2050

年までにセメントプラントに占める石炭火力発電比

率を10％まで低減する予定

イギリス 730 0.77 39% 61%

プロセス由来のCO₂排出量減の対策として低クリ

ンカセメントの開発等がセメント業界側の努力目

標として掲げられている。（12％寄与）但し実際

の削減見込み幅としては燃料切り替え等エネル

ギー由来における貢献量に期待が集まる（16％

寄与）

フランス 623 0.764 40% 60%

更なる低クリンカセメントの開発に意欲的。（クリ

ンカ含有率35-50%)削減幅80％に対して20%を

占める

ドイツ 585 0.707 40% 60%

CCUSの貢献に続き、低炭素セメントである

CementⅡ/C及びCementⅥの開発、導入による

削減を見込む

出所：セメントあたりCO₂排出量 各国統計数字を引用、セメントクリンカ比（2019年）

プロセス由来比率、エネルギー由来比率は2019年GCCAレポートを参照

※米国、カナダはCO₂排出量のデータが不足しておりプロセス由来のKg CO₂/t-CEMのみ記載
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クリンカ比率、CO₂排出量におけるプロセス、エネルギー由来比率が取得できた対象国を比較。各国の特

性、対策を講じている領域に対して仮説を作成

2．事業内容（２）③長期戦略調査

国 Kg CO₂/t-CEM Clinker ratio
CO₂排出量における

プロセス由来比率

CO₂排出量における

エネルギー由来比率
長期戦略調査結果

イタリア 646 0.768 37% 63%

エネルギー由来の対策として再エネ比率の向上に

加えバイオマスを含む代替燃料の導入を盛り込ん

でいる。CCUSを除くプロセス由来での削減が

3.1million tonに対しエネルギー由来での削減は

4.1million tonを見込む

カナダ 510※ 0.798 ー ー
クリンカ比率の低減を目指しており2030年までに

0.7にすることを目標として掲げる

EU 657 0.751 39% 61%

再生可能エネルギー比率を2030年までに60％、

2050年までに90％（バイオマス中心）に挙げるこ

とを長期戦略に盛り込んでいる

タイ ー ー ー ー

水硬性セメントの積極的な導入によりOPCセメン

トと比較してクリンカ比率の低いセメントの市場投

入を目指している

中国 ー ー ー ー
廃棄物を中心とした燃料の低炭素化、エネルギー

効率の向上などの取組を盛り込んでいる

出所：セメントあたりCO₂排出量 各国統計数字を引用、セメントクリンカ比（2019年）

プロセス由来比率、エネルギー由来比率は2019年GCCAレポートを参照

※米国、カナダはCO₂排出量のデータが不足しておりプロセス由来のKg CO₂/t-CEMのみ記載
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日本、ドイツ、EUのセメントに特化した長期戦略構成要素を整理。本プロジェクトにおける対象各国の長

期戦略を横並びで比較する項目を設定

2．事業内容（２）③長期戦略調査

出所：各国の長期戦略よりNRI策定

日本

章立て

1．ビジョン

2．国内の需要

3．セメント産業の役割

4．目指すべき対策の方向と克服すべき課

題

4.1クリンカ比率低減

4.2投入原料の低炭素化

4.3省エネ推進

4.4焼成温度低減

4.5使用エネルギーの低炭素化

4.6低炭素材料の開発

4.7CCUSへの取組

4.8コンクリートによる二酸化炭素の固定

4.9コンクリート舗装による二酸化炭素低減

5．カーボンニュートラルの絵姿

5.1 具体的な対策

1．ネットゼロ達成に向けた課題と機会

2．セメントとコンクリートのデカーボナイゼーション

に向けた2050年までのシナリオ

3．産業変革の成功の前提条件と境界条件

ー再生可能エネルギーなど代替エネルギー導

入

ーCCUS導入

ー競争と技術開発を生む政策フレームワーク

ー低炭素セメントの市場

ー業界の変革に対する社会の受容性

4.  脱炭素化に適した枠組みの要件

長期戦略名

（セメント）

カーボンニュートラルを目指すセメント産

業の長期ビジョン
Decarbonising Cement and 

Concrete: A CO2 Roadmap 

for the German cement industry

ドイツ EU

EU Green Deal

1．カーボンニュートラルのビジョン

2．政策と投資

3．カーボンニュートラルに向けたロードマップ

4．クリンカ

4.1 クリンカ由来のCO₂排出量削減に向けた時

間軸と数字目標

4.2 代替燃料の導入によるCO₂排出量削減の

時間軸と数値目標

4.3 低炭素クリンカ、セメントによるCO₂排出量

削減の時間軸と数値目標

4.4 エネルギー効率による〃

4.5 CCUSによる〃

4.6 技術開発例

5. セメント(クリンカと同じ小章立て）

6.   コンクリート(クリンカと同じ小章立て）

7．建設

8．コンクリートによるCO₂回収

①長期的なCO₂

排出削減の計画・

方針の有無

②削減の数値目

標の有無

③数値目標に対

する時間軸の有無

③具体的なアク

ティビティの有無

④③の時間軸、

数値目標の有

無

⑤法律や規制に関す

る記載の有無

⑥技術開発に伴う

資金に関する記載

共通項を各国の長期戦略比較項目として選定

比較項目





120Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

各国のセメントに特化した長期戦略の中からNRIとして注目すべきと整理した項目を横並びで比較

2．事業内容（２）③長期戦略調査

備考：IDDIとはindustrial deep decarbonisation initiative

出所：各種資料よりNRI作成 リンクはエクセルファイル（２）③各国比較 2に記載済み

国
①ニアゼロエミッションセメント、低炭

素排出セメント利用のコミット

②クリンカ比率現状と目標値

(目標年)

③再生可能エネルギー使用率

現状と目標値(目標年)

④セメント分野での研究資金調達

のメカニズム

日本 ー 0.85→0.825 (2030)
ゼロエミ系混焼約50％

（セメント協会）
• グリーンイノベーション基金

米国
2050年までに公共事業はグリーンセ

メントのみ調達する

0.9 → 0.85 (2030)→0.8   (2040)

→ 0.75 (2050)
14%→50% • DOE grant for research

イギリス IDDIに参加
Mentioned to reduce but no 

specific target

Mentioned to increase but no 

specific target
Net Zero innovation Program

フランス

Adopting a low carbon 

concrete procurement 

model (not yet committing)

0.78→0.71 (2030)→0.67 (2050)
80%(2030)

85%(2050)
decarbonization industry

イタリア -
Mentioned to reduce but no 

specific target

47% (2030)

80% (2050)
-

ドイツ IDDIに参加

シナリオ1 0.5-0.65

シナリオ2 0.35-0.5

(何れも2050)

シナリオ1 85% (biomass 35%)

シナリオ2 90% (biomass 35%)

(何れも2050)

• Contract of Difference (CfDs) 

Finance the transition to low-

carbon technologies.

カナダ IDDIに参加 0.7 (2030) No number provided

• The Strategic Innovation 

Fund - Net Zero Accelerator 

(SIF-NZA), 8 billion $

EU ー 0.77→0.65 (2050) 46%→90% (2050)
• Green Deal Just Transition 

Fund

タイ ー 0.69 (2030) > 0.65 (2050)

coal 48% RDF 39% biomass 13% 

(2030) 

coal 46% RDF 40% biomass 14% 

(2050)

• BOIによる機械に対して課せられ

る輸入税を活用

中国 ー 0.85 (2050) 3%→78% (2060) -
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IDDIにて署名している国とその誓約レベルを以下に記載する

2．事業内容（２）③長期戦略調査

コミット表明国 IDDI/Pledgeレベル

米国

検討中

UAE

サウジアラビア

カナダ

インド

ドイツ

イギリス

出所：https://www.energy.gov/sites/default/files/2022-09/USG%20GCEAF%20FACTSHEET final 1.pdf P.3

https://www.industrialenergyaccelerator.org/wp-content/uploads/The-GPP-Pledge-brochure.pdf P.3

Pledge（誓約）

LEVEL1:遅くとも2025年までに、公的建設プロジェクトのために調

達された炭素セメント/コンクリートおよび鋼の開示を要求する

LEVEL2:遅くとも2030年までに、すべての公共建設プロジェクトに

対してプロジェクト全体のライフサイクルアセスメントを実施し、

2050年までにすべての公共建設プロジェクトでネットゼロエミッショ

ンを達成する。

LEVEL3:遅くとも2030年までに、国の状況下で可能な限り高い

野心を掲げ、公共建設プロジェクトにおいて低排出セメント/コンク

リートおよび鉄鋼の調達を要求する。

LEVEL4:2030年から、署名プロジェクトのために、ほぼゼロエミッ

ションの材料生産からのセメントおよび/または粗鋼のシェアの調達

を要求する

Industry Deep-Decarbonisation Initiativeは、新たにGreen Public Procurement Pledgeを発表した。この4段階の誓約は、低炭素生産

を奨励し、鉄鋼、セメント、コンクリートの使用を奨励することを目的としている。署名国は、すべての公共建設プロジェクトで使用される材料が低

排出であることを要求し、 「署名プロジェクト」 ではほぼゼロ排出の材料を使用することを要求する開始 (遅くとも2030年まで) に同意する。米国、

UAE、サウジアラビアは、カナダ、インド、ドイツ、英国とともに、産業界の脱炭素化イニシアティブに参加した。
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各国のR＆D Fundによりセメント由来CO₂排出量削減に関連する技術開発へのサポートがなされている

2．事業内容（２）③長期戦略調査

セメント産業におけるカーボンニュートラルの研究開発を促進する各国メカニズム

米国

民間 Energy Breakthrough fund
カーボンニュートラル技術に特化した株式非公開のファンドで、米国向けに2.3億ドル、欧州向けに

100百万ユーロの基金

政府
DOE Industrial Efficiency and 

Decarbonization FOA

米国エネルギー省によって設立された研究開発基金で、重工業の脱炭素化の分野で研究を行う民

間および公的機関に資金を提供している。

政府 DOT formula funding
持続可能な建設資材の使用を通じて高速道路プロジェクトのGHG排出量を削減するために64億ド

ル

イギリス
政府 Energy Innovation Program エネルギーの研究開発に5億500万ポンドの基金

政府 Net Zero innovation Program ネット・ゼロ・テクノロジーの研究開発とイノベーションに10億ポンドを投資

フランス 政府 decarbonization industry

フランス2030計画の一環として脱炭素産業に56億ユーロ。 50億ユーロは産業用地への新技術の展

開に使われ、残りの6億1000万ユーロは低炭素産業のためのイノベーションと研究を支援するために

使われる。

出所：Energy Breakthrough fund:   https://breakthroughenergy.org/

DOE Industrial Efficiency: https://www.energy.gov/eere/amo/industrial-efficiency-and-decarbonization-funding-opportunity-announcement

DOT Formula funding: https://www.transportation.gov/grants/dot-navigator/overview-funding-and-financing-usdot#:~:text=Form

ula%20grant%20programs%20allocate%20funding,%2C%20Tribal%2C%20or%20agency%20discretion.

Energy Innovation Program: https://www.gov.uk/guidance/energy-innovation

Net Zero innovation Program: https://www.local.gov.uk/our-support/climate-change-hub/net-zero-innovation-programme

Decarbonization industry: https://www.euractiv.com/section/energy/news/france-to-invest-e5-6bn-to-decarbonise-industry/
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各国のR＆D Fundによりセメント由来CO₂排出量削減に関連する技術開発へのサポートがなされている

2．事業内容（２）③長期戦略調査

セメント産業におけるカーボンニュートラルの研究開発を促進する各国メカニズム

カナダ

政府
The Strategic Innovation Fund - Net 

Zero Accelerator (SIF-NZA)

80億ドルのイニシアチブは、大規模な排出物による脱炭素プロジェクトを促進し、クリーンな環境を拡

大する技術とカナダのあらゆる部門にわたる産業変革を加速させる。

政府 The Clean Growth Hub
技術開発者のクリーン化を支援するために部門や機関を集め、ユーザーは連邦政府のプログラムをナ

ビゲートする

政府
Sustainable Development 

Technology Canada (SDTC)

カナダの企業が気候変動、きれいな空気、きれいな水、きれいな土壌に対処するクリーンテクノロジー

ソリューションを開発し、展開するのを支援する連邦財団。

EU連合 EU連合 Innovation Fund

イノベーション・ファンドは2020年から2030年にかけて約380億ユーロの支援を行い、欧州の脱炭素

化に向けた産業ソリューションを市場に投入し、気候中立への移行を支援することを目指す。 その目

的は、企業がクリーンエネルギーと産業に投資して経済成長を促進し、将来性のある雇用を現地で

創出し、世界規模で欧州の技術的リーダーシップを強化できるよう支援することである。

出所： The Strategic Innovation Fund - Net Zero Accelerator (SIF-NZA) : https://ised-isde.canada.ca/site/strategic-innovation-fund/en

The Clean Growth Hub: https://ised-isde.canada.ca/site/clean-growth-hub/en

Sustainable Development Technology Canada (SDTC): https://www.sdtc.ca/e-bout/

Innovation Fund: https://www.euinnovationfund.eu/innovation-fund
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セメント由来CO2排出を削減する技術の開発は進み、2023年度に導入が予定されている技

術も存在

2．事業内容（２）③長期戦略調査

＃ 開発中の技術名 企業名

技術開発の段階

（開発中、実証

実験中等）

概要

導入予

定の時

期

投資され

ている資

金額

①
Negative 

Carbon cement
• Cement • Brimestone • Pilot Plant

石灰岩の代わりに炭素を含まないケイ

酸カルシウムで炭素を含まないポルトラ

ンドセメントを作る

2023
55

million$

②
Lowcarbon 

cement
• Cement • Ecocem

• Commercializ

ed

一般的なセメントと、EN 197-1認定

CEM III/A 42.5 Nセメントである50%

以上の粉砕粒状高炉スラグ (GGBS) 

を特別に配合したブレンドする

-
22.5

million$

③ OPUS • Cement • TerraCo2
• Commercializ

ed

OPUS SCMはフライアッシュと同様の

性質を持ち、石炭を燃やさずに製造さ

れる。

-
46millio

n$

④ Carbon Capture • CCUS • Verdox • Development

• Verdoxは、CO 2を吸収すると同時

に排出することを容易にする電気シ

ステムを設計した

-
80millio

n$

出所：https://www.cnbc.com/2022/04/28/carbon-free-cement-breakthrough-dcvc-put-55-million-into-brimstone.html

https://verdox.com/#news https://terraco2.com/ https://www.ecocemglobal.com/innovation-technology/innovation
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2020年時点の米国エネルギー源における石炭火力発電比率は20％程度、セメント産業にお

けるエネルギー源においては40％程度、2050年に向けてこの比率を10％以下まで減らすことを

宣言している

2．事業内容（２）③長期戦略調査 米国補足

出所：https://www.cement.org/docs/default-source/cement-concrete-applications/pca roadmap-to-carbon-neutrality jan-2022.pdf?sfvrsn=33d8fcbf 2

https://www.eia.gov/energyexplained/electricity/electricity-in-the-us.php

米国における発電に占める各エネルギー源割合

2020年時点において石炭の占める割合は20％程度

米国のセメント産業における各エネルギー源割合

※TODAYとは2021年を指す

セメント産業に占める石炭、ペトロコークの割合は60％程度だ

が2050年にはこの比率を10％以下まで減らす方針


























































